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１．実施の背景・目的

林業の生産性・安全性・収益性の向上を図るには、デジタル技術の活用など林業イノベー

ションを更に推進する必要がある。

全国的に航空レーザ計測による森林資源情報の整備が進み、一部地域では ICT を活用し

た生産管理に係るシステムの実証活動が行われるなど、林業におけるデジタル技術の活用

基盤は着実に進展してきている。

しかしながら、これまでデジタル技術は一部の者や分断的な利用に留まっており、複数事

業者が複数工程のデータ連携により地域全体でデジタル化の便益を享受するような仕組み、

費用対効果の可視化や資金調達により断続的にデジタル技術を導入・改良して現場定着が

なされるような仕組みは確立されてこなかった。

そのため、今後は、地域全体で、森林調査から原木の生産・流通に至る林業活動にデジタ

ル技術をフル活用する「デジタル林業」の実践・定着を進めることが重要である。

こういった背景を踏まえ、令和５年度から「デジタル林業戦略拠点構築推進事業」（地域

一体で原木の生産・流通等の林業活動にデジタル技術をフル活用する取組への補助事業）が

スタートし、初年度は北海道・静岡・鳥取の３地域が採択された。

３地域の主な取組は、後述４記載のとおり、原木の生産・流通のデジタル化（ICT ハーベ

スタデータ・需給マッチングシステム・トレーサビリティシステムの活用）であり、これま

で前例が少なく、専門的かつ高度な取組となっている。そのため異分野の知見や技術の活用

が欠かせないことから、多数のプレーヤーが参画する地域コンソーシアム（以下、地域コン

ソ）が、外部支援機関（森ハブやコーディネーター等）の助言を得ることで、利害関係者間

の合意形成、地域に適した技術の選別、導入効果の検証等を行い、現場にあわせた技術・シ

ステムの改良を重ねながら、自律的に進展していくことがポイントとなる（図 1.1）。

専門家による伴走支援（助言）によって、下記のとおり①デジタル技術の現場定着や、②

協議会での合意形成などがスムーズに進展していくと考えられる。

① デジタル技術の現場定着を進める場合、地域課題の的確な把握や、その地域に適した

デジタル機器等の選定が重要となる。

そのため、地域の実情に応じた技術や機器の導入・改良、あるいは導入効果把握に関

する技術的助言を行うことが出来る専門家による支援が必要。

② 地域コンソには、多くの利害関係者が参画しているため、取組に際しては関係者間の

合意形成が重要となる。

そのため、地域の協議会等に参加し、これまで漠然としていた課題を明確にするなど

論点を整理したり、第三者としての公平・客観的な視点から助言を行ったりすること

で、合意形成へ導くことが出来る専門家による支援が必要。

森ハブでは、地域の実証がスムーズに取り組まれるようサポートし、地域取組の優良事例



4

化を促進するとともに、デジタル化が成功する「共通のポイント」を一般化・類型化し、他

地域へ横展開することを目指している。

今年度の「テーマ３：デジタル」の事業実施目的は、森ハブ（デジタル分科会・事務局）・

コーディネーター間で、チェックリスト等（後述３．⑤）により把握した地域の取組状況を

共有し、連携して適切な支援策の検討を行うことで、効果的な地域の伴走支援に結び付けて

いくこととする。

図 1.1 森ハブによる地域コンソーシアム取組への伴走支援スキーム
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２．実施体制

① 森ハブ事務局（デジタル）の体制・役割分担

本事業は、有限責任監査法人トーマツ（以下、トーマツ）が受託し、テーマ３のデジタル

分野については、住友林業株式会社（以下、住林）と、一般社団法人日本森林技術協会（以

下、日林協）がトーマツから再委託を請け、実施している。

住林・日林協が共同でデジタル分科会を運営し、北海道地域・静岡地域へは住林が、鳥取

地域へは日林協が、伴走支援を担った。具体的には、デジタル分科会の指導・助言を得なが

ら、地域コンソに指導・助言を行った。事業実施体制を図 2.1に示す。

図 2.1 事業実施体制

② デジタル分科会の設置

デジタル林業戦略拠点の事業実施地域の優良事例化、全国への横展開について、専門的な

議論や検討を行うため、森ハブ事務局により分科会を設置した

分科会委員は、表 2.1 のとおり、林業分野およびサプライチェーンマネジメントの学識者

と現場側の事業体からの有識者で構成した。

表 2.1 デジタル分科会委員名簿
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３．実施項目

① デジタル分科会の開催

デジタル分科会の開催概要を表 3.1 に示す。

各地域コンソが参加して実証内容や進捗状況を報告し、分科会委員から質疑、助言を受け

る形の開催（原則対面・一部 Web 併用）となった。

第 2 回は静岡地域で対面形式にて開催され、地域間の意見交換を主な議題とした。また

同日開催された森林 GIS フォーラムでの地域発表や、パネルディスカッションへの登壇を

行い、翌日には静岡地域コンソの実証取組に関する現地視察を併せて行った（図 3.1）。

表 3.1 デジタル分科会開催概要

※GISフォーラム（会場「あざれあ」）での地域発表、パネルディスカッション登壇含む

図 3.1 静岡地域コンソーシアム現地視察の様子（中間土場）
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② 伴走支援体制の検討

 先述２．①（図 2.1）のとおり、伴走支援に向けては、事務局・デジタル分科会・コーデ

ィネーターが連携を行う。

 伴走支援体制の検討にあたり、実際の伴走支援の一年の流れについて、実施主体や時期・

項目の目安を、図 3.2 の内容にてとりまとめた。

図 3.2 伴走支援の一年の流れの目安

③ 森ハブ事務局によるコーディネーターの支援

主に下記について、森ハブ事務局よりコーディネーターへの支援を行った。

コーディネーターによる実証活動確認（派遣等）の支援

地域へのコーディネーター派遣に際しての事務手続きの整理（謝金・旅費・依頼文書）

のほか、適宜地域とコーディネーターの橋渡し役を担った。

また会議への同席や視察の同行も行うことによって、議事進行や現地視察などが円

滑に運ぶよう働きかけを行った。今年度のコーディネーター派遣については、全て事務

局による視察同行（北海道・静岡県：住林、鳥取県：日林協）を行った。

チェックリスト採点の支援／地域の取組状況の情報共有

 コーディネーターが現地確認のみでは判断し難い項目について、事務局が把握する

地域の状況を情報共有し、コーディネーターによるチェックリストの（後述３．⑤）採

点を補完することで、地域への助言の検討に活用した。

④ 森ハブ事務局によるデジタル林業戦略拠点への支援

 主に下記について、森ハブ事務局より３地域への支援を行った。
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コーディネーター選定

森ハブ事務局では、地域に適したコーディネーターを派遣するため、コーディネータ

ーの得意分野や、地域のニーズを丁寧にヒアリングし、双方が満足するマッチングに努

めた。地域とコーディネーターの選定内容は表 3.2のとおり。

表 3.2 地域へのコーディネーター選定

地域発表資料への支援・助言

地域側が実証計画・成果を発表する場として、森ハブにはデジタル分科会・シンポジ

ウムがあり、それらの地域の発表がより良いものとなるよう支援・助言を行った。

分科会では、分科会委員による地域への助言が効果的となるよう、

① 分科会委員が地域に助言しやすいよう、各地域が作成する資料のばらつきを避

けるため、資料の視点・粒度を統一する

②総論の説明よりも、目標や取組の成果を詳細・定量的に記載する

などの助言を行った。

シンポジウムでは、幅広い参加者が地域の発表を聴きに来るため、特にデジタル林業

に精通していない参加者でも、取組の意義・概要・各論を理解できる発表となるよう、

資料作成への助言を行った。

令和 5 年度は、分科会 3 回、シンポジウム 2 回、計 5 回の地域発表への支援を行っ

た。また必要に応じて、Web 会議も活用した資料内容の打合せや発表の練習への助言

も行った。

実証活動の確認（コーディネーター派遣等）

地域の実証計画を確認し、計画の改善・実証の進め方等について助言するため、コー

ディネーター派遣等を行った。表 3.3に３地域への今年度現地派遣概要を示す。
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表 3.3 ３地域の今年度コーディネーター派遣等の概要

⑤ チェックリスト等の作成

地域一体でデジタル化を推進するためには、機器やシステム等のハード面の整備だけで

はなく、合意形成・人材育成等のソフト面の取組も重要ではあるが、ソフト面は可視化しに

くく、これまで十分な定量的評価がなされてこなかった。

そのため、デジタル化の進捗状況を 5 段階評価の数値で把握する「チェックリスト」を作

成し、地域の強みや弱みの可視化を目指した。

取組の進捗度を事務局・コーディネーター・地域コンソ間で情報共有することで、地域の

進捗に応じた具体的な支援・助言が可能となり、より効率的な伴走支援が実現する。結果、

地域の取組の優良事例化が促進され、デジタル化が成功する「共通のポイント」が明確とな

り、他地域への横展開につながることとなる。

チェックリストの内容の検討にあたっては、年度当初に作成した案をたたき台とし、分科

会委員・コーディネーター等の意見を踏まえて、実際に採点しやすいよう記載内容等を修正

し、令和 5 年度の最終版として整理した。主な検討概要の経緯は表 3.4のとおり。
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表 3.4 チェックリスト検討概要

さらに今後コンソーシアム組成を検討している他地域などもチェックリスト活用が可能

となるよう、使い方や見方などを示した「チェックリストの使用方法（R6.1 月版）」を付属

資料として作成した（図 3.3）。

図 3.3 チェックリスト採点方法イメージ

また令和 5 年度に行ってきた伴走支援方法の解説や、運用上の論点・留意点を整理した

「伴走支援の仕組みとポイント（R6.1 月版）」の作成も併せて行った。

⑥ 導入効果の検証

「デジタル林業の成果の見える化」を目的として、デジタル林業の導入効果を検証した。

デジタル林業を普及するためには、事業体の経営者における、機材やシステムの購入費用、

人材育成にかかる費用の負担感を勘案する必要があり、費用対効果の明確化が求められる。

導入効果の示し方としては、素材生産に対するデジタル技術の導入効果額（収益向上、コス

ト削減）とデジタル技術導入に掛かる費用の差分から算出した定量評価に加え、金額換算が

困難な内容を対象とする定性評価として示すこととした。

（定量評価の考え方）

本事業では、まず素材生産を対象として定量評価を実施した。前提（分母）となる素材生
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産数量を設定した上で、m3 あたりの導入効果と導入費用を算定した。

デジタル技術の導入効果としては、作業人工数の減少などのコスト削減効果の他に、デジ

タル技術を導入することで原木の安定供給や最適採材による付加価値向上が期待され、そ

の結果として（協定）販売価格の向上が見込まれることも挙げられる。

また費用として算入すべき項目には、デジタル技術に関わる機材の購入費用やシステム

構築費用（イニシャルコスト）と、運用に必要な年間経費（ランニングコスト）があり、本

試算では、この両者に着目した。なお、行政によるインフラ整備として捉えるべき事項（例：

航空レーザ計測による森林資源量の把握など）は費用として含めないこととした。

効果額算定の考え方を表 3.5にまとめ、算出表を表 3.6 に示す。

表 3.5 デジタル林業の導入効果額算定の考え方
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表 3.6 デジタル林業の導入効果算定表

（定量評価結果）

今年度、実証を行った 3 つの地域コンソにおいて導入額を算定した。

（定性評価結果）

各地域コンソーシアムの取組から把握した定性的な導入効果を表 3.7 に示す。
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表 3.8 ３地域コンソーシアムの定性的な導入効果
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４．地域ごとの取組

３地域の主な取組概要は下記のとおり（図 4.1）。

図 4.1 デジタル林業戦略拠点３地域の取組概要

（北海道）

北海道のスマート林業 EZO モデル構築協議会は、産・学・官・金（金融）の関係者が

連携して、スマート林業のモデル的な取組を行う協議会である。主に ICT ハーベスタから

出力された、出荷先別の丸太の長さ・径級データを原木の生産・流通管理に活用するため

の実証を行っており、令和 5 年度は、ICT ハーベスタデータを活用した①サプライチェー

ンマネジメントシステムの開発・試行、②製材工場における原木の受入・管理のデジタル

化等、を検証した。

（静岡県）

静岡県東部では、ジャストインタイムの原木流通体制の構築が課題であるため、素材生

産業者、原木流通業者、原木需要者等により、静岡県東部地域デジタル林業推進コンソー

シアムが設立された。令和 5 年度は、合板用原木の生産・流通の効率化を図るため、主に

原木生産・納品情報共有システムの構築に取り組んだ。

（鳥取県）

鳥取県デジタル林業コンソーシアムには、森林組合、木材市場、流通業者、製材所、プ

レカット工場、工務店等が参画しており、①素材生産量の増大を図るための皆伐再造林へ

の転換、②施業現場等への ICT 技術やドローンの導入推進、③ICT を活用した原木の安定

供給システムの構築、を目標として活動しており、今年度は主に、川上・川中・川下の生

産流通サプライチェーンマネジメント（SCM）システムの構築に取り組んだ。
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５．成果の情報発信

テーマ３：デジタルにおける成果の情報発信としては、下記のとおり。

●HPでの公表

先述３．⑤のとおり地域の取組進捗度を定量的に評価する「チェックリスト」、付随資料

として、「チェックリストの使用方法（R6.1 月版）」、「伴走支援の仕組みとポイント（R6.1
月版）」を作成し、これらを成果物として下記 HP へ公表した。

林業イノベーションハブ構築事業関係資料：林野庁 (maff.go.jp)
●シンポジウム等での発表

○令和５年１０月１１日（水）

森林 GIS フォーラム 30 周年記念大会（静岡県男女共同参画センター「あざれあ」）

（事業概要発表）

 デジタル林業戦略拠点構築推進事業の概要発表

 3 地域（北海道、静岡、鳥取）の事例紹介発表

（パネルディスカッション）

 「スマートなシステムと地道な合意形成」（図 5.1）

図 5.1 GISフォーラムでのパネルディスカッション登壇

○令和６年２月８日（木）

林業イノベーション現場実装シンポジウム（木材会館 7 階大ホール）

（事業成果報告）

・デジタル林業戦略拠点構築推進事業報告（事務局、3 地域）

（個別相談・情報交換）

・デジタル林業戦略拠点 3 地域によるブース出展（情報交換・質疑応答）
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６．来年度以降の課題

今年度明らかとなった課題を踏まえた、本事業の来年度以降の展望は下記のとおり。

伴走支援

 地域コンソのニーズとコーディネーター情報をより高い精度で把握し、引き続き双

方が満足するマッチングに繋げていく。

 森ハブプラットフォーム機能等を活用した、コーディネーター候補のリストアップ

を進め、地域が求めるニーズを踏まえた派遣コーディネーターの増員あるいは兼任

の検討を行う。また年度途中でのコーディネーター変更などの事象に対しての、柔軟

な対応も想定しておく必要がある。

 地域の取組の優良事例（あるいは失敗事例）から、共通ポイントやノウハウを抽出し、

整理・リスト化を行う。

 SCM システム自体の中身よりも、どういった項目をどういう単位でデータ共有して

いるかを整理し、事業成果として可能な範囲で公開できるよう取りまとめる。

チェックリスト

 どのようなデータを示すと、金融機関からの融資・投資の決定に資する判断根拠とな

るか等の情報収集を行い、「資金調達」項目の更なるブラッシュアップを図る。

 図形化や共同編集も可能な Google Form を活用する等、チェックリストの電子化を

検討し、使い勝手を改善する。

 評価項目（地域コンソ内のメンバーの実情等）によっては、コーディネーター派遣だ

けでは地域コンソの全貌把握が困難であることが判明したため、地域コンソによる

チェックリストの自己採点（自由記述含む）や別途地域コンソへのヒアリング機会を

設けるなど、把握への工夫を行う。

 フェーズ進展（1→2→3）の判断根拠となるフェーズ移行の目安について、議論・検

討を深めていく。

 地域・コーディネーターによる伴走支援事例を積み重ね、更なるチェックリストの有

効な活用法を模索する。

導入効果※

 先述３．⑥のとおり、現在は素材生産工程に主眼を置いているが、SCM システムを

評価するにあたっては原木流通におけるリードタイムや在庫コストなど、あるいは

川上～川下までのフローを網羅できるような、別視点での評価軸についても検討す

る必要がある。

 地域によっては、作業システムや伐出単価自体も異なるため、今後事例を積み重ね、

地域性や森林資源の状況などについて、ある程度類型化した上でそれぞれの導入効

果を示すことが出来れば、より実情に即した成果となる。

※チェックリスト「資金調達」・「改善プロセス」の各項目との関連も踏まえた検討が必

要である。
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